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部名 課名 係名

建設部 管理課 市営住宅係 2020/1/7（火） ～ 2020/1/10（金） 行政監査 市営住宅の管理運営について 2019/12/18（水）

教育部
教育総務課・社会
教育課

生涯学習係・ス
ポーツ振興係

2020/1/27（月） ～ 2020/1/30（木） 財務監査 教育財産の目的外使用について 2020/1/23（木）

健康福祉部 福祉課 児童福祉係 2020/2/4（火） ～ 2020/2/7（金） 行政監査 保育の必要性に伴う認定業務について 2020/1/31（金）

経済部 商工振興課 商工係 2020/2/25（火） ～ 2020/2/28（金） 行政監査 人吉しごとサポートセンター事業の効果について 2020/2/21（金）

総務部 契約管財課 管財係 2020/3/10（火） ～ 2020/3/13（金） 財務監査 普通財産の管理事務について 2020/2/25（火）

定期監査該当部署名
監査期間 監査種類 監査のテーマ 事前協議日

   人監第３１５号  

令和２年３月３１日  

人吉市長 様 

人吉市議会議長 様 

人吉市教育委員会教育長 様 

人吉市選挙管理委員会委員長 様 

人吉市農業委員会会長 様 

人吉市公平委員会委員長 様 

人吉市藍田財産区議会議長 様 

 

人吉市監査委員 井 上 祐 太 

 

人吉市監査委員 犬 童 利 夫 

 

 

令和元年度定期監査結果報告について 

  

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第２号により、下記のテーマで行政監査を実施

したので、同基準第１４条第１項に基づき監査の結果を報告する。               

 

記 

■日程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■監査の視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。 

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 
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■監査のポイント 

（１）市営住宅の管理運営について 

公営住宅制度は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足

りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、ま

たは転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的と

するものと規定されている。 

❶入居者資格（同居親族要件、入居収入基準）、❷入居制度（公募の原則、入居者の

選考、同居承認、収入超過者及び高額所得者）、❸家賃制度（家賃の決定、家賃の減免、 

家賃滞納者への対応など）の３つに区分し、市営住宅条例に従って、適正な事務処理が

行われているかを監査のポイントとした。 

 

（２）教育財産の目的外使用について 

教育財産の管理については、地方自治法、地方自治法施行令、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（「地教行法」）、人吉市財産規則及び人吉市教育委員会が管理

する財産等使用規則に、教育財産等の取得、管理、処分に関する規程が定められてい

る。 

❶公共施設等総合管理計画に基づく今後の学校教育系施設のあり方、❷教育財産の

管理（財産台帳、維持管理、防災対策など）、❸教育財産の活用（不法占拠、違法な管

理など）の３つに区分し、法令等に従って、適正な事務処理が行われているかを監査の

ポイントとした。 

 

（３）保育の必要性に伴う認定業務について 

平成２４年、子ども・子育て支援法の成立により、教育・保育及び地域の子育て家

庭への支援は飛躍的に進んだが、認定子ども園制度の創設に伴い、福祉事務所が抱え

る業務は煩雑化し、マンパワーの不足に加え、認定業務を始めとする手続き等の正確

性を確認しておく必要があった。 

❶認定・選考事務、❷市と施設の連携、❸保育料債権管理計画の３点を監査のポイ

ントとした。  

 

（４）人吉しごとサポートセンター事業の効果について  

この事業に関しては、平成３０年度に住民監査請求が提出され、結果は棄却された

ものの、行政課題として提起された「市民への説明責任を果たす」、「事業への理解を

希求する」の２項目に対し、その後の状況を調査、検証する必要があった。  

❶全国展開している同事業の現状、❷人吉しごとサポートセンターの現状、❸現セ

ンター長の評価、❹この事業の将来性の４点を監査のポイントとした。  

 

（５）普通財産の管理事務について 

普通財産の管理については、地方自治法、地方自治法施行令及び人吉市財産規則に

規程が定められている。 

❶公共施設等総合管理計画に基づく今後の建築系公共施設のあり方、❷普通財産の

管理（財産台帳、維持管理、防災対策など）、❸普通財産の活用（不法占拠、違法な

管理など）の３つに区分し、法令等に従って、適正な事務処理が行われているかを監

査のポイントとした。 
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建設部定期監査講評 

 

（１）監査テーマ 

 市営住宅の管理運営について  

 

（２）監査項目 

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第２号に基づく行政監査 

 

（３）監査視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。  

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 

 

（４）監査日程 

 期日 令和２年１月７日（火）から１０日（金）まで  

 場所 監査委員事務局及び市営住宅係執務室（西間別館）  

 講評 １月１４日（水） ※ＡＭ１０時 監査委員事務局  

 

（５）監査結果 

 イ，実務面  

別紙監査調書項目に従い、本市の市営住宅の管理運営について行政監査を実施した。

監査着眼項目については事前協議のなかで伝えており、監査初日に市営住宅係長から

監査着眼項目への回答ということで説明を受けた。監査結果を総括すると、本市の市

営住宅管理事務は、関係法令に準拠し、適切に行われていることを確認した。項目ごと

の監査結果については監査調書のとおりである。  

なお、一部、現行実務と条例等の解釈（手続き）に相違が生じている箇所があった

ため、今後内部協議を行われ、その是正に努力されたい。  

 

 ロ，財政健全化面  

 現在、本市は財政健全化に取り組んでいることに鑑み、公共施設等総合管理計画に

搭載された「市営住宅の基本方針」に従い、廃止等を含めた市営住宅の集約化に取り組

まれるともに、同計画の最大の目的でもある公共施設の総量圧縮を図られたい。  

また、現行の人吉市公営住宅等長寿命化計画が令和３年度末で更新を迎えるが、本

市の市営住宅ストック状況（令和２年１月１日付け）を検証したとき、総管理戸数１,

１２７戸に対し、入居戸数９１０戸、空き戸数は２１７戸にのぼることを考慮し、次期

長寿命化計画のあり方についても、効率的な一般財源の配分につながるような計画策

定に取り組まれたい。 
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建
設

部
　

管
理

課
　

市
営

住
宅

係

監
査

テ
ー

マ

監
査

項
目

番
号

担
当

チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
の
内
容

①
公

簿
の

方
法

は
適

正
か

。
公

募
に

よ
ら

な
い

特
定

入
居

は
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

△
現

行
の

公
募

方
法

と
人

吉
市

営
住

宅
条

例
第

４
条

の
内

容
に

矛
盾

が
生

じ
て

い
る

。
特

定
入

居
は

適
正

に
実

施
。

②
入

居
資

格
の

審
査

は
、

基
準

収
入

の
認

定
、

同
居

親
族

の
有

無
、

住
宅

に
困

窮
し

て
い

る
か

等
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

③
同

居
及

び
承

継
の

審
査

は
、

国
土

交
通

省
令

で
定

め
る

事
項

に
よ

り
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

④
入

居
者

の
選

考
は

、
基

準
に

従
っ

た
公

正
な

方
法

で
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

（
入

居
申

し
込

み
者

数
が

市
営

住
宅

の
戸

数
を

下
回

っ
て

い
る

の
で

選
考

に
問

題
は

な
い

）
。

⑥
家

賃
の

変
更

は
、

不
均

衡
是

正
を

図
る

た
め

の
定

期
的

な
見

直
し

や
、

維
持

管
理

経
費

の
確

保
も

勘
案

し
つ

つ
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
住

宅
改

善
、

建
替

え
等

に
伴

う
負

担
の

急
増

緩
和

に
は

配
慮

し
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

住
宅

改
善

、
建

替
え

は
東

間
団

地
（

Ｈ
1
8
～

Ｈ
1
9
）

以
降

行
わ

れ
て

い
な

い
。

⑦
家

賃
、

敷
金

の
減

免
及

び
徴

収
猶

予
は

、
十

分
な

実
態

調
査

に
よ

り
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
（

減
免

申
請

等
は

無
か

っ
た

）
。

⑨
家

賃
改

定
に

伴
う

敷
金

の
追

徴
、

還
付

、
ま

た
、

立
ち

退
き

の
時

の
敷

金
の

還
付

は
適

正
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
（

家
賃

改
定

の
際

の
敷

金
の

追
徴

は
行

っ
て

い
な

い
。

敷
金

の
還

付
は

例
月

出
納

検
査

で
確

認
済

）
。

⑩
局

長
家

賃
滞

納
者

へ
は

、
早

期
督

促
、

状
況

に
応

じ
た

納
付

指
導

、
法

的
措

置
等

の
対

策
を

講
じ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

　
※

住
宅

使
用

料
の

性
質

の
違

い
（

「
公

債
権

」
と

「
私

債
権

」
）

に
よ

る
債

権
管

理
を

適
正

に
行

っ
て

い
く

た
め

、
別

途
滞

納
整

理
事

務
処

理
要

項
の

策
定

を
進

め
る

。

⑪
代

表
収

入
超

過
者

及
び

高
額

所
得

者
の

認
定

、
通

知
、

措
置

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

△
人

吉
市

営
住

宅
条

例
第

３
０

条
で

は
、

「
高

額
所

得
者

に
対

し
、

期
限

を
定

め
て

、
明

渡
し

を
請

求
す

る
」

と
明

記
さ

れ

て
い

る
が

、
公

営
住

宅
法

第
２

９
条

に
お

い
て

は
、

「
明

渡
し

の
請

求
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

」
明

記
さ

れ
て

お
り

、
解

釈
に

矛
盾

が
生

じ
て

い
る

。

⑫
入

居
者

状
況

の
的

確
な

把
握

に
努

め
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

⑬
入

居
者

の
譲

渡
、

転
貸

や
、

無
断

増
改

築
等

の
防

止
、

是
正

に
努

め
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

⑭
監

理
員

、
防

火
管

理
者

等
は

適
切

に
設

置
さ

れ
て

い
る

か
。

○

特
に

な
し

。
※

令
和

２
年

度
か

ら
の

会
計

年
度

任
用

職
員

制
度

の
施

行
に

伴
い

、
住

宅
管

理
人

は
委

嘱
出

来
な

く
な

る
。

私
人

へ
の

委
託

と
い

う
こ

と
で

の
対

応
に

変
更

。
そ

の
場

合
、

人
吉

市
営

住
宅

条
例

施
行

規
則

第
２

４
条

の
変

更
が

必
要

と
な

る
。

⑮
住

宅
修

繕
に

要
す

る
経

費
の

負
担

区
分

は
明

確
に

な
っ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。

⑯
共

同
施

設
及

び
付

帯
施

設
は

適
切

に
管

理
さ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

令
和

２
年

度
か

ら
の

会
計

年
度

任
用

職
員

制
度

の
施

行
に

伴
い

、
住

宅
管

理
人

は
委

嘱
出

来
な

く
な

る
。

私
人

へ
の

委
託

と
い

う
こ

と
で

の
対

応
に

変
更

。
そ

の
場

合
、

施
行

規
則

第
２

４
条

の
見

直
し

が
必

要
と

な
る

。

※
監

査
基

準
　

○
　

良
好

　
　

△
　

可
　

　
×

　
不

可

別
記

５

行
 
政

 
監

 
査

 
調

 
書

市
営

住
宅

の
管

理
運

営
に

つ
い

て

監
査
結
果

監
査
結
果
（
課
題
／
気
づ
き
）

人
吉

市
監

査
委

員
監

査
基

準
第

２
条

第
１

項
第

２
号

に
基

づ
く

行
政

監
査

監 査 の 着 眼

代 表 監 査 委 員

⑤

書 記

家
賃

の
決

定
は

、
規

模
、

設
備

、
立

地
条

件
及

び
入

居
者

の
所

得
等

を
勘

案
し

、
ま

た
、

他
団

地
と

の
調

整
や

施
策

対

象
層

へ
の

配
慮

を
行

い
適

正
に

決
定

さ
れ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。
但

し
、

家
賃

決
定

過
程

で
係

数
の

確
認

な
ど

を
担

当
者

１
人

に
任

せ
て

あ
り

、
チ

ェ
ッ

ク
体

制
も

整
っ

て
な

い
た

め
家

賃
算

定
ミ

ス
の

可
能

性
も

否
め

な
い

。
家

賃
決

定
に

つ
い

て
は

重
要

事
項

で
あ

り
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

な
ど

決
定

過
程

を
可

視
化

し
、

所
属

職
員

で
共

有
す

る
努

力
を

図
ら

れ
た

い
。

ま
た

、
事

務
分

担
表

で
家

賃
決

定
の

担
当

が
記

載
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
。

⑧
敷

金
は

、
そ

の
目

的
に

沿
っ

た
運

用
が

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

、
ま

た
、

敷
金

の
運

用
に

係
る

利
益

金
は

入
居

者
の

共
同

の
利

便
の

た
め

に
、

適
切

に
使

用
さ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
（

敷
金

は
歳

計
外

現
金

に
納

入
し

、
H
2
7
～

H
2
9
ま

で
定

期
預

金
、

現
在

は
普

通
預

金
で

管
理

。
預

金
の

み
で

、

運
用

は
行

っ
て

い
な

い
）

。

作
成

者
　

代
表

監
査

委
員

　
井

　
上

　
祐

　
太

事 務 局 長

改
善

提
案

な
ど

（
１

）
人

吉
市

営
住

宅
条

例
の

見
直

し
に

つ
い

て
　

❶
（

第
４

条
「

入
居

者
の

公
募

の
方

法
」

）
　

❷
（

第
３

０
条

「
高

額
所

得
者

に
対

す
る

明
渡

請
求

」
）

　

❶
現

行
の

公
募

方
法

に
つ

い
て

は
、

人
吉

市
営

住
宅

条
例

第
４

条
の

ス
タ

イ
ル

を
と

っ
て

い
な

い
が

、
Ｈ

Ｐ
に

お
い

て
空

き
状

況
の

公
表

を
お

こ
な

っ
て

い
る

こ
と

を
考

慮
、

第
４

条
に

明
記

し
て

あ
る

具
体

的
な

公
募

手
法

を
一

本
化

す
る

。
表

現
は

「
市

営
住

宅
の

入
居

者
の

募
集

は
公

募
に

よ
り

行
う

。
（

大
阪

府
高

槻
市

）
」

な
ど

参
考

に
さ

れ
た

い
。

❷
本

市
の

市
営

住
宅

条
例

第
３

０
条

で
は

、
「

高
額

所
得

者
に

対
し

、
期

限
を

定
め

て
、

明
渡

し
を

請
求

す
る

」
と

明
記

さ
れ

て
い

る
が

、
公

営
住

宅
法

第
２

９
条

に
お

い
て

は
、

「
明

渡
し

の
請

求
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

」
と

明
記

さ
れ

て
お

り
、

解
釈

に
矛

盾
が

生
じ

て
い

る
。

現
行

は
、

強
制

退
去

で
は

な
く

、
自

主
退

去
に

任
せ

て
い

る
こ

と
に

鑑
み

、
市

条
例

の
文

語
の

見
直

し
が

必
要

で
あ

る
。

（
２

）
人

吉
市

営
住

宅
条

例
施

行
規

則
の

見
直

し
に

つ
い

て
　

❶
（

第
２

４
条

「
管

理
人

の
委

嘱
」

）
　

（
３

）
判

定
会

議
制

度
の

導
入

（
条

例
に

定
め

ら
れ

た
行

政
手

続
き

の
手

法
を

取
ら

な
い

場
合

の
対

抗
要

件
）

　
　

（
４

）
債

権
管

理
を

明
確

に
す

る
た

め
の

滞
納

整
理

事
務

処
理

要
項

の
策

定
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教育部定期監査講評 

 

（１）監査テーマ 

 教育財産の目的外使用について  

 

（２）監査項目 

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第１号に基づく財務監査  ※内容は行政監査 

 

（３）監査視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。  

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 

 

（４）監査日程 

 期日 令和２年１月２７日（月）から３０日（木）まで  

 場所 教育部執務室（仮本庁舎）及び現場 

 講評 ２月３日（月） ※ＡＭ１０時 監査委員事務局 

 

（５）監査結果 

 イ，実務面  

別紙監査調書項目に従い、本市教育委員会が所管する教育財産の目的外使用につい

て行政監査を実施した。監査着眼項目については事前協議のなかで伝えており、１月

２８日の午前中に教育部において書類審査を、その後現地視察を実施した。監査結果

を総括すると、本市の教育財産の管理については、関係法令に準拠し、適切に行われて

いることを確認した。着眼項目ごとの監査結果については別紙監査調書のとおりであ

る。 

なお、社会教育施設において、目的外使用と見受けられる状況を確認したので、速

やかな対応を協議されたい。 

 

 ロ，財政健全化面  

 現在、本市は財政健全化に取り組んでいることに鑑み、公共施設等総合管理計画に

搭載された「教育施設の基本方針」に従い、廃止等を含めた教育施設の集約化に取り組

まれるともに、同計画の最大の目的でもある公共施設の総量圧縮を図られたい。  

具体的には、令和２年度までに個別施設計画を策定、その後令和３年度から順次国

庫補助対象事業として実施していくこととなっているが、本市が現在、財政健全化計

画を推進中であることを考慮すると、教育部だけで進めていくわけにはいかず、全庁

的に幅広い協議を行い、早急に整備方針を決定していく必要があると考える。 
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別
記
５

教
育

部
　

教
育

総
務

課
　

社
会

教
育

課

監
査

テ
ー

マ

監
査

項
目

番
号

担
当

チ
ェ

ッ
ク

ポ
イ

ン
ト

の
内

容

①
代

表
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

に
登

載
さ

れ
た

『
教

育
施

設
の

基
本

方
針

』
に

従
い

、
将

来
の

施
設

数
、

施
設

保

全
、

コ
ス

ト
に

つ
い

て
、

ど
の

よ
う

な
考

え
で

対
応

し
て

い
く

の
か

。
○

別
紙

教
育

部
長

所
見

に
記

載
さ

れ
た

、
国

計
画

（
イ

ン
フ

ラ
長

寿
命

化
基

本
計

画
）

と
本

市
の

公
共

施
設

等
総

合

管
理

計
画

を
並

列
さ

せ
な

が
ら

も
、

財
政

健
全

化
計

画
と

の
調

整
を

図
り

、
個

別
施

設
計

画
の

前
提

と
な

る
施

設

類
型

の
整

備
方

針
を

作
り

上
げ

る
て

い
く

考
え

を
支

持
し

た
い

。

②
財

産
の

分
類

を
誤

っ
て

い
る

も
の

は
な

い
か

。
○

特
に

な
し

。

③
管

理
責

任
者

は
明

確
か

。
○

特
に

な
し

。

※
学

校
長

、
校

区
公

民
館

長
一

覧
有

⑥
境

界
確

定
（

境
界

標
の

設
置

及
び

保
存

等
）

は
適

切
か

。
ま

た
、

不
法

占
拠

防
止

策
（

フ
ェ

ン
ス

、
立

看
板

等
の

設
置

）
は

万
全

か
。

△
特

に
な

し
。
※
不
法
駐
車
抑
止
の
た
め
の
立
看
板
設
置
は
有
効

⑦
財

産
は

効
率

的
に

運
用

さ
れ

て
い

る
か

。
遊

休
化

し
て

い
る

も
の

に
つ

い
て

、
活

用
方

法
は

講
じ

ら
れ

て
い

る

か
。

ま
た

、
不

法
占

拠
さ

れ
て

い
る

も
の

は
な

い
か

。
△

矢
岳

小
学

校
、

旧
田

野
小

学
校

（
教

育
総

務
課

管
理

）
、

コ
ミ

セ
ン

駐
車

場
（

社
会

教
育

課
管

理
）

に
つ

い
て

下

記
記

載
。

⑧
損

害
保

険
関

係
事

務
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。

⑨
違

法
又

は
不

当
な

財
産

の
管

理
は

な
い

か
。

ま
た

、
違

法
又

は
不

当
に

財
産

の
管

理
を

怠
っ

て
い

る
事

実
は

な
い

か
。
※
目
的
外
使
用

△
以

前
指

摘
し

た
書

類
の

紛
失

は
平

成
３

０
年

４
月

１
日

で
九

電
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
よ

り
過

去
の

申
請

関
係

書
類

の
提

出
を

受
け

た
。

今
後

は
こ

れ
に

よ
り

適
正

に
管

理
さ

れ
て

い
く

。

⑩
人

吉
市

財
産

規
則

に
従

い
、

公
有

財
産

の
取

り
ま

と
め

を
行

う
契

約
管

財
課

へ
の

届
出

事
務

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

△
特

に
な

し
。

※
監

査
基

準
　

○
　

良
好

　
　

△
　

可
　

　
×

　
不

可

行
 
政

 
監

 
査

 
調

 
書

教
育

財
産

の
目

的
外

使
用

に
つ

い
て

監
査

結
果

課
題

／
気

づ
き

人
吉

市
監

査
委

員
監

査
基

準
第

２
条

第
１

項
第

１
号

に
基

づ
く

財
務

監
査

監 査 の 着 眼

書 記

④
財

産
台

帳
は

調
製

さ
れ

、
取

得
、

処
分

、
所

管
換

え
等

の
異

動
に

つ
い

て
正

確
に

記
録

さ
れ

て
い

る
か

。
ま

た
、

財
産

は
財

産
台

帳
及

び
附

属
図

面
と

合
致

し
て

い
る

か
。

財
産

台
帳

外
に

存
す

る
も

の
は

な
い

か
。

△

教
育

総
務

課
が

所
持

し
て

い
る

財
産

台
帳

は
契

約
管

財
課

所
有

の
財

産
台

帳
と

異
な

っ
て

い
る

。
人

吉
市

財
産

規

則
第

７
条

の
３

第
１

項
で

は
、

「
財

産
台

帳
は

正
副

２
部

と
し

、
正

本
は

契
約

管
財

課
長

が
、

副
本

は
管

理
主

管

課
長

が
保

管
す

る
。

」
と

な
っ

て
い

る
の

で
契

約
管

財
課

と
協

議
の

上
早

急
に

改
め

、
台

帳
の

整
理

を
行

っ
て

い

た
だ

き
た

い
。
※
財
産
規
則
見
直
し
検
討

⑤
財

産
の

維
持

管
理

及
び

補
修

は
適

切
に

な
さ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
消

防
法

そ
の

他
法

令
等

に
基

づ
き

防
火

、
防

災
対

策
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
△

維
持

補
修

に
つ

い
て

は
、

財
政

上
の

問
題

も
あ

り
十

分
に

行
え

て
い

な
い

状
況

。
ま

た
、

今
後

の
維

持
補

修
に

つ

い
て

は
、

令
和

２
年

度
ま

で
に

個
別

施
設

計
画

を
策

定
す

る
と

、
令

和
３

年
度

か
ら

は
当

該
計

画
に

登
載

さ
れ

た

施
設

の
維

持
補

修
に

つ
い

て
は

国
庫

補
助

の
対

象
と

な
る

こ
と

か
ら

、
教

育
委

員
会

内
で

計
画

策
定

の
検

討
を

し

て
い

る
。

し
か

し
、

政
策

面
、

財
政

面
な

ど
課

題
も

多
く

、
総

合
的

に
検

討
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
計

画

策
定

は
難

航
し

て
い

る
様

子
。

個
別

施
設

計
画

に
つ

い
て

は
、

教
育

委
員

会
だ

け
の

問
題

だ
け

で
な

く
、

他
の

市

の
施

設
の

個
別

計
画

も
含

め
て

、
市

全
体

の
計

画
と

し
て

取
り

組
ん

で
い

く
べ

き
で

あ
り

、
全

庁
的

に
検

討
す

る

場
の

仕
組

み
作

り
も

早
急

に
整

え
る

必
要

性
が

あ
る

。
※
財
政
課
長
は
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
の
対
応
を
示
唆
（
現
状
は

カ
ル
チ
ャ
ー
パ
レ
ス
ホ
ー
ル
棟
の
改
修
が
優
先
）

改
善

提
案

な
ど

●
遊

休
資

産
の

活
用

：
矢

岳
小

学
校

に
つ

い
て

は
悩

ま
し

い
と

こ
ろ

で
あ

る
。

山
間

地
で

交
通

の
便

も
決

し
て

良
い

と
は

言
え

ず
活

用
方

法
が

見
つ

か
ら

な
い

状
況

。
地

域
住

民
の

高
齢

化
に

よ
り

、
今

後
も

地
域

で
の

活
用

は
見

込
め

な
い

。
教

育
委

員
会

と
し

て

も
業

者
か

ら
施

設
利

用
の

提
案

が
あ

っ
た

と
き

に
話

し
を

聞
く

が
、

実
現

に
は

至
っ

て
い

な
い

。
こ

の
ま

ま
だ

と
さ

ら
に

老
朽

化
が

進
み

、
隣

接
す

る
住

宅
に

危
険

が
生

じ
か

ね
な

い
。

矢
岳

地
区

に
は

岳
寿

館
が

あ
り

選
挙

、
デ

イ
サ

ロ
ン

等
は

全
て

こ
の

施
設

で

行
わ

れ
て

い
る

。

●
旧

田
野

小
学

校
に

つ
い

て
も

、
こ

こ
１

、
２

年
は

地
元

住
民

の
利

用
は

な
い

。
草

木
山

川
学

校
で

教
育

委
員

会
が

使
用

す
る

の
み

。
建

築
さ

れ
て

３
０

年
経

過
し

て
い

る
が

施
設

自
体

は
比

較
的

き
れ

い
で

、
環

境
、

ロ
ケ

ー
シ

ョ
ン

も
良

い
と

こ
ろ

で
あ

る
。

活

用
し

な
い

と
も

っ
た

い
な

い
。

が
、

今
後

に
つ

い
て

は
地

元
住

民
と

の
協

議
が

必
要

と
な

っ
て

く
る

。
い

ず
れ

の
学

校
も

地
元

住
民

と
の

協
議

が
不

可
欠

で
あ

り
、

早
急

な
協

議
が

必
要

。

●
各

コ
ミ

セ
ン

駐
車

場
の

管
理

（
不

法
駐

車
）

：
以

前
は

東
西

コ
ミ

セ
ン

第
２

駐
車

場
に

無
断

駐
車

が
あ

っ
た

が
、

現
在

は
解

消
さ

れ
て

い
る

。
東

間
コ

ミ
セ

ン
に

ト
ラ

ッ
ク

が
止

め
て

あ
る

た
め

、
代

表
者

に
話

し
を

聞
い

た
と

こ
ろ

前
市

長
か

ら
許

可
を

も
ら

っ

て
い

る
の

で
止

め
て

い
る

と
言

わ
れ

た
と

の
事

。
※
個
別
対
応
検
討

●
く

ま
が

わ
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
セ

ン
タ

ー
土

地
、

建
物

の
一

部
貸

付
（

人
吉

カ
ヌ

ー
協

会
）

：
特

に
問

題
と

な
る

事
象

は
な

い
。

地
元

県
立

高
校

（
人

吉
高

校
、

球
磨

工
業

高
校

）
カ

ヌ
ー

部
が

主
に

使
用

。

●
川

上
哲

治
記

念
球

場
の

地
盤

沈
下

へ
対

応
検

討
（

企
画

政
策

部
か

ら
の

ア
プ

ロ
ー

チ
あ

り
）

作
成

者
　

代
表

監
査

委
員

　
　

井
　

上
　

祐
　

太
　

事 務 局 長
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健康福祉部定期監査講評 

 

（１）監査テーマ 

 保育の必要性に伴う認定業務について  

 

（２）監査項目 

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第２号に基づく行政監査 

 

（３）監査視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。  

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 

 

（４）監査日程 

 期日 令和２年２月４日（火）から７日（金）まで  

 場所 監査委員事務局執務室（西間別館） 

 講評 ２月１３日（木） ※ＡＭ９時 監査委員事務局 

 

（５）監査結果 

 イ，実務面  

別紙監査調書項目に従い、保育の必要性に伴う認定業務等について行政監査を実施

した。監査着眼項目については事前協議のなかで伝えており、２月５日の午後から監

査委員事務局において書類審査を実施した。監査結果を総括すると、本市の保育の必

要性に伴う認定業務等については、関係法令に準拠し、適切に行われていることを確

認した。項目ごとの監査結果については別紙監査調書のとおりである。  

なお、保育料滞納整理については、原課の計画的な対応を認めながらも、人員不足

（マンパワー不足）、業務過多による限界も否めず、今後、抜本的な対策を講じていく

必要がある。 

 

 ロ，財政健全化面  

 現在、本市は財政健全化に取り組んでいることを直視し、特定教育・保育施設等利用

者負担金（保育料）の定期的見直しを行っていかれることを進言する。超過負担の現状

は約９千万円以上、国が定めた負担基準ルールの約７割に達しようとしている現状に

鑑み、デッドラインを設定、その圧縮を図っていくことが急務である。  

また、保育料無償化に伴う市負担分が、現行では国費対応となっているが、将来の

一般財源化への対応も喫緊の課題であることから、その動向に注視されたい。  
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健
康

福
祉

部
　

福
祉

課
　

児
童

福
祉

係

監
査

テ
ー

マ

監
査

項
目

番
号

業
務

区
分

担
当

チ
ェ

ッ
ク

ポ
イ

ン
ト

の
内

容

①
令

和
元

年
１

２
月

１
日

現
在

の
入

所
児

童
１

,
４

５
９

名
に

関
す

る
保

育
の

必
要

性
の

理
由

に
つ

い
て

申
請

書
等

（
特

に
認

定
判

断
の

基
準

と
な

る
書

類
赤

字
表

記
）

の
確

認
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。

②
人

吉
市

保
育

の
必

要
性

の
認

定
に

関
す

る
基

準
を

定
め

る
条

例
第

３
条

第
１

項
第

１
０

号
の

「
市

長
が

特
に

認
め

る
事

由
」

に
つ

い
て

、
認

定
理

由
の

精
査

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

④

受 給 資 格

確 認 事 務

特
定

教
育

・
保

育
施

設
（

認
定

こ
ど

も
園

又
は

幼
稚

園
に

限
る

）
は

、
必

要
に

応
じ

て
「

支
給

認
定

証
」

に
よ

っ

て
、

支
給

認
定

の
有

無
、

支
給

認
定

子
ど

も
の

該
当

す
る

支
給

認
定

子
ど

も
の

区
分

、
支

給
認

定
の

有
効

期
間

及

び
保

育
必

要
量

を
確

認
し

て
い

る
か

。
※

人
吉

市
特

定
教

育
保

育
施

設
及

び
特

定
地

域
型

保
育

事
業

の
支

給
認

定

及
び

利
用

者
負

担
に

関
す

る
規

則
第

１
１

条
（

届
出

事
務

）

△
・

夜
間

保
育

に
つ

い
て

、
申

請
書

に
添

付
し

て
あ

る
民

生
委

員
児

童
委

員
意

見
書

（
自

営
業

の
状

況
確

認
）

の
「

仕
事

の
内

容
等

を
具

体
的

に
記

入
し

て
く

だ
さ

い
」

の
欄

に
具

体
的

な
記

載
が

な
く

、
仕

事
内

容
が

確
認

で
き

な
い

も
の

が

あ
っ

た
。

特
定

教
育

・
保

育
施

設
（

認
定

こ
ど

も
園

又
は

幼
稚

園
に

限
る

）
は

、
施

設
等

の
利

用
に

つ
い

て
、

子
ど

も
・

子

育
て

支
援

法
第

４
２

条
第

１
項

の
規

定
に

よ
り

、
市

が
行

う
あ

っ
せ

ん
及

び
要

請
に

対
し

、
出

来
る

限
り

協
力

し

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。
　

※
人

口
減

少
と

保
育

施
設

の
あ

り
方

（
適

正
配

置
、

統
廃

合
）

⑥
減

免
利

用
者

負
担

に
関

す
る

規
則

第
９

条
に

基
づ

く
、

利
用

者
負

担
額

の
減

免
の

確
認

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

○
特

に
な

し
。

⑦
個

別
徴

収
な

ど
臨

戸
訪

問
を

計
画

的
に

行
っ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。

⑧
安

易
な

不
納

欠
損

処
理

を
行

っ
て

い
な

い
か

。
　

　
　

　
※

経
過

を
確

認
○

特
に

な
し

。

⑨
保

育
所

へ
収

納
事

務
を

丸
投

げ
し

て
い

な
い

か
。

△
再

委
託

禁
止

項
目

が
入

っ
て

い
な

い
。

※
次

年
度

見
直

し
を

確
認

済

⑩
納

期
限

ま
で

未
納

に
な

っ
て

い
る

保
護

者
へ

の
連

絡
体

制
は

明
確

な
も

の
に

な
っ

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。

⑪
口

座
振

替
に

よ
る

人
吉

市
特

定
教

育
・

保
育

施
設

利
用

者
負

担
金

納
付

事
務

手
続

要
項

第
９

条
は

保
育

料
滞

納
を

助
長

し
て

い
な

い
か

。
○

特
に

な
し

。

※
監

査
基

準
　

○
　

良
好

　
　

△
　

可
　

　
×

　
不

可

別
記

５

行
 
政

 
監

 
査

 
調

 
書

保
育

の
必

要
性

に
伴

う
認

定
業

務
に

つ
い

て

監
査

結
果

監
査

結
果

（
課

題
／

気
づ

き
）

人
吉

市
監

査
委

員
監

査
基

準
第

２
条

第
１

項
第

２
号

に
基

づ
く

行
政

監
査

監 査 の 着 眼

認 定 事 務

書 記
③

選 考 事 務

特
定

教
育

・
保

育
施

設
（

認
定

こ
ど

も
園

又
は

幼
稚

園
に

限
る

）
は

、
利

用
の

申
し

込
み

に
係

る
１

号
認

定
子

ど

も
の

数
が

、
利

用
定

員
の

総
数

を
超

え
る

場
合

に
お

い
て

は
、

抽
選

、
申

込
み

を
受

け
た

順
序

に
よ

り
決

定
す

る

方
法

、
又

は
設

置
者

の
教

育
・

保
育

に
関

す
る

理
念

、
基

本
方

針
等

に
基

づ
く

選
考

、
そ

の
他

公
正

な
方

法
に

よ

り
選

考
さ

れ
て

い
る

か
。

※
２

号
、

３
号

認
定

も
同

様

○
特

に
な

し
。

⑤

市 と の 連 携

代 表 監 査 委 員

特
定

教
育

・
保

育
施

設
（

認
定

こ
ど

も
園

又
は

幼
稚

園
に

限
る

）
は

、
施

設
等

の
利

用
に

つ
い

て
、

児
童

福
祉

法

第
２

４
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

り
、

市
が

行
う

調
整

及
び

要
請

に
対

し
、

出
来

る
限

り
協

力
し

て
い

る
か

。
○

特
に

な
し

。
　

※
定

員
管

理
（

基
本

１
次

面
接

は
市

町
村

、
２

次
面

接
は

保
育

園
等

）

改
善

提
案

な
ど

●
滞

納
者

に
つ

い
て

は
電

話
、

督
促

、
訪

問
等

を
実

施
し

、
回

収
に

向
け

て
努

力
さ

れ
て

い
る

。
市

外
転

出
者

等
に

も
住

民
票

で
の

追
跡

調
査

を
行

う
な

ど
努

力
さ

れ
て

い
る

。
限

ら
れ

た
人

数
の

中
で

工
夫

し
な

が
ら

滞
納

整
理

を
行

っ
て

お
ら

れ
る

が
、

限
界

が
あ

る
こ

と

も
事

実
で

あ
り

抜
本

的
な

滞
納

対
策

が
必

要
と

感
じ

る
（

シ
ス

テ
ム

改
修

、
人

員
の

確
保

等
）

。

作
成

者
　

代
表

監
査

委
員

　
井

　
上

　
祐

　
太

保 育 料 滞 納 対 応

事 務 局 長

⑫
現

在
の

保
育

料
滞

納
の

債
権

管
理

は
、

エ
ク

セ
ル

一
覧

表
、

個
人

ご
と

の
エ

ク
セ

ル
整

理
簿

、
福

祉
総

合
シ

ス
テ

ム
（

帳
票

打
出

は
な

し
）

の
３

つ
の

方
法

に
よ

る
と

聞
い

た
が

改
善

状
況

は
ど

う
か

。
△

特
に

目
立

っ
た

改
善

は
な

い
。

現
在

、
福

祉
総

合
シ

ス
テ

ム
、

エ
ク

セ
ル

で
主

に
金

銭
管

理
を

行
い

、
整

理
簿

、
個

人
フ

ァ
イ

ル
で

、
訪

問
等

の
記

録
を

行
っ

て
い

る
状

況
で

あ
り

、
手

間
が

か
な

り
か

か
っ

て
い

る
。

エ
ク

セ
ル

に
つ

い
て

は
担

当
者

が
逐

一
カ

ス
タ

マ
イ

ズ
し

て
い

る
と

い
う

事
だ

が
、

債
権

管
理

と
い

う
重

要
な

業
務

で
あ

る
こ

と
か

ら
何

ら
か

の
改

善
が

必
要

で
は

な
い

か
。
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経済部定期監査講評 

 

（１）監査テーマ 

人吉しごとサポートセンター事業の効果について  

 

（２）監査項目 

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第２号に基づく行政監査 

 

（３）監査視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。  

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 

 

（４）監査日程 

 期日 令和２年２月２５日（火）から２８日（金）まで  

 場所 監査委員事務局執務室（西間別館） 

 講評 ３月９日（月） ※ＰＭ４時 厚生委員会室 

 

（５）監査結果 

 イ，実務面  

別紙監査調書項目に従い、人吉しごとサポートセンター事業の効果について行政監

査を実施した。監査着眼項目については事前協議のなかで伝えており、２月２５日か

ら監査委員事務局において書類審査を実施した。 

監査結果を総括すると、同事業については、所期の目的（起業創業、中小企業支援）

を達成すべく、関係者が一丸となって事業に取り組んでいることを確認した。項目別

の監査結果については別紙監査調書のとおりである。 

なお、今回の監査のもう一つの主題でもあるセンター長の評価については、審査会

において課題も明確になっており、その改善に向けての取り組みを注視したい。  

 

 ロ，財政健全化面  

 現在、本市は財政健全化に取り組んでいることを考慮するとともに、今後の進め方

については、地方創生交付金の交付期間の３年で検証・総括を行い、継続の可能性をは

じめ、多面的に検討していくという原課の考え方を支持したい。 
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経
済

部
　

商
工

振
興

課
　

商
工

係

監
査

テ
ー

マ

監
査

項
目

番
号

担
当

チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
の
内
容

①
代

表
昨

年
の

住
民

監
査

請
求

結
果

（
請

求
は

棄
却

、
行

政
課

題
「

市
民

へ
の

説
明

責
任

を
果

た
す

」
「

事
業

へ
の

理

解
を

希
求

す
る

」
を

提
起

）
を

受
け

、
こ

の
事

業
に

対
す

る
所

管
課

の
決

意
を

確
認

す
る

。
○

商
工

会
議

所
を

始
め

と
す

る
既

存
の

支
援

機
関

が
フ

ォ
ロ

ー
出

来
て

い
な

い
部

分
の

補
完

（
質

の
高

い
相

談
業

務
）

、
十

分

な
支

援
ス

キ
ー

ム
が

提
供

出
来

て
い

な
い

実
情

へ
の

早
期

対
応

と
い

う
観

点
か

ら
、

同
事

業
は

、
企

業
創

業
・

中
小

企
業

支

援
事

業
と

し
て

本
市

に
と

っ
て

必
要

不
可

欠
な

事
業

で
あ

る
こ

と
は

理
解

す
る

。
併

せ
て

、
所

管
課

の
強

い
意

志
も

確
認

出

来
る

。

②
全

国
展

開
し

て
い

る
『

エ
フ

ビ
ズ

（
静

岡
県

富
士

市
産

業
支

援
セ

ン
タ

ー
）

型
支

援
』

の
各

自
治

体
の

状
況

は

ど
う

か
。

首
都

圏
よ

り
も

地
方

の
状

況
を

確
認

す
る

（
北

海
道

釧
路

市
、

岐
阜

県
大

垣
市

、
熊

本
県

天
草

市
）

。
○

１
年

目
相

談
件

数
（

北
海

道
釧

路
市

k
-
B
i
z
1
2
8
7
件

、
岐

阜
県

大
垣

市
G
a
k
i
-
B
i
z
1
4
6
8
件

、
熊

本
県

天
草

市
A
m
a
-
B
i
z
1
6
3
9

件
）

熊
本

県
人

吉
市

H
i
t
-
B
i
z
8
3
6
件

。
そ

の
他

の
活

動
報

告
に

つ
い

て
は

別
添

活
動

報
告

書
を

参
照

。

③
本

市
の

『
人

吉
し

ご
と

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

（
ヒ

ッ
ト

ビ
ズ

）
』

の
状

況
を

確
認

す
る

。
○

セ
ン

タ
ー

長
1
名

、
事

務
局

長
・

I
T
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
1
名

、
I
T
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
1
名

、
事

務
ス

タ
ッ

フ
1
名

、
計

4
名

。

相
談

件
数

8
3
6
件

（
相

談
事

業
者

数
1
6
8
事

業
所

）
。

う
ち

人
吉

市
6
7
4
件

（
8
0
.
6
%
）

、
球

磨
郡

1
1
9
件

（
1
4
.
2
%
）

、
そ

の
他

4
3
件

（
5
.
2
%
)
。

⑥
財

政
健

全
化

計
画

実
行

中
に

お
い

て
、

多
額

の
一

般
財

源
を

要
す

る
同

事
業

を
継

続
し

て
い

く
こ

と
に

対
し

、

基
本

的
な

考
え

方
（

戦
略

の
見

直
し

、
事

業
規

模
の

縮
小

を
含

め
）

を
確

認
す

る
。

○
現

行
の

や
り

方
を

継
続

し
て

い
き

た
い

と
思

う
所

管
課

の
方

針
を

支
持

す
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

地
方

創
生

交
付

金
(
１

/
2
）

が
終

了
し

た
後

の
財

源
補

て
ん

に
つ

い
て

は
、

財
政

サ
イ

ド
と

の
協

議
は

必
要

で
あ

る
と

考
え

る
。

⑦
現

セ
ン

タ
ー

長
の

評
価

は
ど

う
か

。
出

来
れ

ば
エ

フ
ビ

ズ
の

セ
ン

タ
ー

長
の

評
価

を
伺

い
た

い
。

○

審
査

会
作

成
の

評
価

シ
ー

ト
集

計
結

果
を

参
照

す
る

と
、

同
セ

ン
タ

ー
長

の
評

価
は

、
運

営
に

関
す

る
ス

キ
ル

は
高

い
も

の

が
あ

り
な

が
ら

、
事

業
成

果
の

ス
キ

ル
は

高
く

な
い

評
価

で
あ

り
、

課
題

（
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
深

堀
り

・
リ

サ
ー

チ
不

足
等

）

に
つ

い
て

は
、

所
管

課
の

ま
と

め
で

明
確

に
な

っ
て

い
る

。
審

査
会

が
決

定
し

た
同

セ
ン

タ
ー

長
の

要
件

付
き

継
続

雇
用

を

支
持

す
る

。

⑧
現

セ
ン

タ
ー

長
と

し
て

の
適

正
見

極
め

を
今

後
ど

う
判

断
し

て
い

く
の

か
。

○
所

管
課

の
所

見
に

あ
る

よ
う

、
審

査
会

に
お

け
る

課
題

抽
出

（
成

果
の

質
の

見
極

め
な

ど
）

、
目

標
設

定
が

明
確

に
な

っ
て

お
り

、
曖

昧
な

判
断

の
下

で
の

雇
用

継
続

で
は

な
い

こ
と

は
明

ら
か

で
あ

り
、

こ
の

方
針

を
支

持
す

る
。

⑨
行

政
監

査
の

基
本

方
針

で
も

あ
る

、
市

民
の

ニ
ー

ズ
に

も
合

い
、

期
待

さ
れ

て
い

る
効

果
を

十
分

に
発

揮
し

て

い
る

と
思

う
か

。
市

長
を

上
回

る
給

料
設

定
に

つ
い

て
は

、
住

民
監

査
請

求
に

お
い

て
極

め
て

重
要

な
論

点
で

も
あ

っ
た

。
○

所
管

課
所

見
に

あ
る

よ
う

、
審

査
会

に
お

け
る

本
市

の
ヒ

ッ
ト

ビ
ズ

事
業

へ
の

同
セ

ン
タ

ー
長

の
貢

献
を

最
大

評
価

し
つ

つ

も
、

成
果

に
物

足
り

な
さ

が
あ

る
こ

と
は

紛
れ

も
な

い
事

実
で

あ
る

。
課

題
を

し
っ

か
り

受
け

止
め

ら
れ

、
精

進
さ

れ
る

こ

と
を

期
待

し
た

い
。

給
料

に
つ

い
て

は
ビ

ズ
事

業
の

根
幹

で
も

あ
り

、
有

能
な

外
部

人
材

確
保

の
た

め
に

は
致

し
方

な
い

と

考
え

る
。

⑩
同

事
業

の
終

了
時

期
の

設
定

を
ど

う
考

え
る

か
。

（
明

確
に

終
期

設
定

す
る

　
１

年
お

き
に

見
極

め
る

　
当

面

は
設

定
し

な
い

）
○

所
管

課
所

見
に

あ
る

よ
う

、
地

方
創

生
交

付
金

の
交

付
期

間
の

３
年

で
一

旦
見

直
し

、
事

業
効

果
を

は
じ

め
、

全
体

的
な

総

括
を

行
い

、
事

業
の

継
続

を
は

じ
め

、
財

源
の

確
保

な
ど

を
織

り
込

ん
だ

新
地

域
再

生
計

画
策

定
の

方
針

を
支

持
す

る
。

※
監

査
基

準
　

○
　

良
好

　
　

△
　

可
　

　
×

　
不

可

課
題
／
気
づ
き

人
吉

市
監

査
委

員
監

査
基

準
第

２
条

第
１

項
第

２
号

に
基

づ
く

行
政

監
査

監 査 の 着 眼

局 長

別
記

５

行
 
政

 
監

 
査

 
調

 
書

人
吉

し
ご

と
サ

ポ
ー

ト
セ

ン
タ

ー
事

業
の

効
果

に
つ

い
て

監
査

結
果

④

書 記

一
昨

年
７

月
開

設
以

降
の

相
談

件
数

、
相

談
内

容
に

つ
い

て
確

認
す

る
。

○
相

談
件

数
8
3
6
件

。
う

ち
人

吉
市

6
7
4
件

（
8
0
.
6
%
）

、
球

磨
郡

1
1
9
件

（
1
4
.
2
%
）

、
そ

の
他

4
3
件

（
5
.
2
%
）

。

内
容

は
情

報
発

信
3
3
0
件

（
2
6
.
8
%
）

、
事

業
全

般
1
8
4
件

（
1
4
.
9
）

、
新

規
事

業
1
3
4
件

（
1
0
.
9
%
）

、
販

路
拡

大
1
2
5
件

（
1
0
.
1
%
）

な
ど

。

⑤
相

談
に

訪
れ

る
経

営
者

の
満

足
度

を
高

め
、

新
し

い
事

業
展

開
（

新
規

創
業

）
も

し
く

は
既

存
事

業
の

収
益

増

に
繋

が
っ

て
い

っ
た

も
の

は
あ

る
か

。
あ

れ
ば

具
体

的
に

示
し

て
ほ

し
い

。
○

ア
ン

ケ
ー

ト
（

対
象

者
1
3
0
件

、
回

答
数

7
6
件

）
に

よ
る

と
、

6
8
％

が
「

満
足

」
、

8
％

が
「

不
満

足
」

、
2
4
％

が
「

ど
ち

ら
と

も
言

え
な

い
」

と
の

回

答
。

成
果

に
つ

い
て

1
9
％

が
「

成
果

が
あ

っ
た

」
、

3
5
％

が
「

今
後

成
果

が
期

待
で

き
る

」
、

2
9
％

が
「

今
の

と
こ

ろ
成

果
な

し
」

、
1
％

が
「

今
後

も
成

果
に

期
待

で
き

な
い

」
、

1
6
％

が
「

ど
ち

ら
と

も
言

え
な

い
」

と
の

回
答

。
成

果
が

あ
っ

た
と

答
え

た
1
9
％

（
1
5
人

）
の

中
で

、
2
0
％

が
「

売
上

が
ア

ッ
プ

」
「

取
引

先
が

増
加

」
、

3
3
％

が
「

成
果

が
あ

っ
た

が
数

値
は

把
握

し
て

い
な

い
」

、
2
7
％

が
「

そ
の

他
」

と
回

答
。

改
善

提
案

な
ど

●
開
所
か
ら
1
年
間
の
実
績
が
令
和
2
年
3
月
定
例
市
議
会
の
施
政
方
針
に
て
報
告
さ
れ
た
が
、
令
和
2
年
2
月
1
日
セ
ン
タ
ー
長
業
務
実
績
等
審
査
会
で
は
厳
し
い
意
見
が
出
さ
れ
て
い
る
。
開
所
1
年
と
い
う
事
も
あ
り
真
価
が
発
揮
さ
れ
る
の
は
こ
れ
か
ら
だ
と
思
わ
れ
、
2

年
目
が
重
要
な
年
と
な
る
。
審
査
会
委
員
の
意
見
及
び
ア
ン
ケ
ー
ト
の
意
見
を
真
摯
に
受
け
止
め
1
年
目
以
上
の
成
果
を
期
待
し
た
い
。

作
成

者
　

代
表

監
査

委
員

　
　

井
　

上
　

祐
　

太
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

代 表 監 査 委 員
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総務部定期監査講評 

 

（１）監査テーマ 

 普通財産の管理事務について  

 

（２）監査項目 

人吉市監査委員監査基準第２条第１項第１号に基づく財務監査  ※内容は行政監査 

 

（３）監査視点 

基本的視点として、事務事業の執行に当たっては、市民の福祉増進、市民負担の軽

減、市民サービスの向上に努めているかの三点に着目した。  

また、事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか、組織は簡素で、かつ、

合理的なものとなっているか、部局間の連携、整合性、統合性がとれ、公平性、公正性

が確保されているかの点にも配慮した監査とする。 

 

（４）監査日程 

 期日 令和２年３月１０日（火）から１３日（金）まで  

 場所 契約管財課執務室（仮本庁舎） 

 講評 ３月１９日（木） ※ＡＭ１１時 監査委員事務局  

 

（５）監査結果 

 イ，実務面  

別紙監査調書項目に従い、総務部契約管財課が所管する普通財産の管理事務につい

て行政監査を実施した。監査着眼項目については事前協議のなかで伝えており、３月

１１日の午前中に契約管財課執務室において書類審査を、その後現地視察を実施した。

監査結果を総括すると、本市の普通財産の管理については、関係法令に準拠し、適切に

行われていることを確認した。項目ごとの監査結果については別紙監査調書のとおり

である。 

なお、城見庭園駐車場において、不法駐車と見受けられる状況を確認したので、速

やかな対応を協議されたい。 

 

 ロ，財政健全化面  

 現在、本市は財政健全化に取り組んでいることに鑑み、公共施設等総合管理計画に

搭載された「建築系公共施設の維持管理の基本方針」に従い、廃止等を含めた施設の集

約化に取り組まれるともに、同計画の最大の目的でもある公共施設の総量圧縮を図ら

れたい。 

具体的には、遊休財産となっているもの、売却可能な施設等について、早急に検討

を進めるとともに、その可能性について道筋をつけられたい。また、官民連携を含め、

今後の施設運営のあり方について、さらには、安定した施設管理に極めて重要な要因

となるコスト縮減についても併せて検討されたい。  
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別
記

５

総
務

部
　

契
約

管
財

課
　

管
財

係

監
査

テ
ー

マ

監
査

項
目

番
号

担
当

チ
ェ

ッ
ク

ポ
イ

ン
ト

の
内

容

①
代

表
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

に
登

載
さ

れ
た

『
建

築
系

公
共

施
設

の
維

持
管

理
方

針
』

に
従

い
、

将
来

の
施

設

数
、

施
設

保
全

、
コ

ス
ト

に
つ

い
て

、
ど

の
よ

う
な

考
え

で
対

応
し

て
い

く
の

か
。

〇
施

設
数

に
つ

い
て

は
、

①
活

用
度

の
低

い
施

設
に

つ
い

て
は

多
用

途
へ

の
変

更
な

ど
施

設
の

あ
り

方
を

見
直

す
、

②
施

設
保

全
に

つ
い

て
は

固
定

資
産

台
帳

管
理

シ
ス

テ
ム

に
施

設
ご

と
の

施
設

カ
ル

テ
を

構
築

し
適

切
な

管
理

を
行

う
、

③
コ

ス
ト

に
関

し
て

は
業

務
委

託
に

際
し

仕

様
の

標
準

化
、

委
託

の
包

括
化

な
ど

の
コ

ス
ト

ダ
ウ

ン
を

図
る

、
以

上
３

点
の

基
本

方
針

を
支

持
す

る
。

②
財

産
の

分
類

を
誤

っ
て

い
る

も
の

は
な

い
か

。
〇

特
に

な
し

。

③
管

理
責

任
者

は
明

確
か

。
〇

特
に

な
し

。

⑥
境

界
確

定
（

境
界

標
の

設
置

及
び

保
存

等
）

は
適

切
か

。
ま

た
、

不
法

占
拠

防
止

策
（

フ
ェ

ン
ス

、
立

看
板

等
の

設
置

）
は

万
全

か
。

△

・
境

界
が

隣
家

の
基

礎
と

な
っ

て
い

る
も

の
が

あ
っ

た
。

・
城

見
庭

園
の

不
法

占
拠

防
止

策
と

し
て

の
駐

車
禁

止
の

表
示

が
目

立
た

な
い

よ
う

に
感

じ
た

（
設

置
時

は
景

観
に

配
慮

し
た

と
の

こ

と
）

。

・
蟹

作
バ

ス
停

東
側

駐
車

場
は

現
在

高
速

バ
ス

の
停

車
が

な
く

駐
車

場
は

必
要

な
い

が
、

い
ま

だ
に

「
高

速
バ

ス
利

用
者

駐
車

場
」

の
看

板

が
設

置
し

て
あ

っ
た

。
誤

解
を

招
く

恐
れ

が
あ

る
た

め
撤

去
す

る
な

り
検

討
さ

れ
た

い
。

⑦
財

産
は

効
率

的
に

運
用

さ
れ

て
い

る
か

。
遊

休
化

し
て

い
る

も
の

に
つ

い
て

、
活

用
方

法
は

講
じ

ら
れ

て
い

る

か
。

ま
た

、
不

法
占

拠
さ

れ
て

い
る

も
の

は
な

い
か

。
△

旧
老

人
趣

味
の

家
跡

地
に

つ
い

て
は

、
新

庁
舎

建
設

に
伴

う
代

替
地

（
北

側
半

分
）

と
し

て
処

分
が

決
定

し
て

い
る

。
南

側
は

、
税

務
署

が

境
界

壁
の

修
繕

工
事

を
行

い
、

工
事

完
了

後
売

却
予

定
（

司
法

書
士

事
務

所
等

よ
り

問
い

合
わ

せ
多

数
）

。

城
見

庭
園

、
二

日
町

交
番

横
、

旧
商

工
セ

ン
タ

ー
横

、
旧

蟹
作

バ
ス

ス
ト

ッ
プ

駐
車

場
、

紺
屋

町
の

有
償

貸
付

物
件

。

⑧
損

害
保

険
関

係
事

務
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
〇

毎
年

度
全

国
市

有
物

件
災

害
共

済
会

よ
り

当
該

年
度

分
保

険
請

求
の

デ
ー

タ
が

来
て

、
各

課
へ

振
り

分
け

支
払

依
頼

を
行

っ
て

い
る

。
保

険

管
理

に
つ

い
て

は
以

前
は

紙
ベ

ー
ス

で
の

管
理

で
あ

っ
た

が
現

在
は

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

で
の

管
理

と
な

っ
て

い
る

。
年

度
途

中
の

保
険

適
用

に

つ
い

て
も

そ
の

都
度

全
国

市
有

物
件

災
害

共
済

会
へ

報
告

し
処

理
を

行
っ

て
い

る
。

⑨
違

法
又

は
不

当
な

財
産

の
管

理
は

な
い

か
。

ま
た

、
違

法
又

は
不

当
に

財
産

の
管

理
を

怠
っ

て
い

る
事

実
は

な
い

か
。
※
目
的
外
使
用

〇
特

に
な

し
。

⑩
財

産
規

則
に

従
い

、
公

有
財

産
の

取
り

ま
と

め
を

行
う

契
約

管
財

課
へ

の
届

出
事

務
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
〇

財
産

の
異

動
等

に
つ

い
て

は
、

例
年

9
月

末
時

点
と

3
月

末
時

点
で

各
課

よ
り

提
出

し
て

い
た

だ
く

よ
う

に
依

頼
。

5
月

3
1
日

ま
で

に
取

り
ま

と

め
財

産
現

在
高

報
告

書
を

会
計

管
理

者
に

報
告

し
て

い
る

。

※
監

査
基

準
　

○
　

良
好

　
　

△
　

可
　

　
×

　
不

可

行
 政

 監
 査

 調
 書

普
通

財
産

の
管

理
事

務
に

つ
い

て

監
査

結
果

課
題

／
気

づ
き

人
吉

市
監

査
委

員
監

査
基

準
第

２
条

第
１

項
第

１
号

に
基

づ
く

財
務

監
査

監 査 の 着 眼

書 記

④
財

産
台

帳
は

調
製

さ
れ

、
取

得
、

処
分

、
所

管
換

え
等

の
異

動
に

つ
い

て
正

確
に

記
録

さ
れ

て
い

る
か

。
ま

た
、

財
産

は
財

産
台

帳
及

び
附

属
図

面
と

合
致

し
て

い
る

か
。

財
産

台
帳

外
に

存
す

る
も

の
は

な
い

か
。

△

契
約

管
財

課
の

財
産

台
帳

は
整

理
さ

れ
て

い
た

。
但

し
、

人
吉

市
財

産
規

則
第

７
条

の
３

に
規

定
さ

れ
て

い
る

財
産

台
帳

の
管

理
（

副
本

を

管
理

主
管

課
長

が
管

理
）

が
な

さ
れ

て
い

な
い

た
め

、
規

則
の

見
直

し
が

必
要

。

規
則

の
見

直
し

も
含

め
て

、
今

後
は

、
平

成
２

９
年

３
月

に
作

成
さ

れ
た

人
吉

市
公

共
施

設
等

総
合

管
理

計
画

と
同

時
に

構
築

さ
れ

た
「

固

定
資

産
台

帳
管

理
シ

ス
テ

ム
」

（
毎

年
保

守
業

務
委

託
の

必
要

有
。

令
和

元
年

度
保

守
委

託
額

2
,
9
1
5
,
0
0
0
円

）
の

効
率

的
な

運
用

を
行

い
、

紙
ベ

ー
ス

で
の

財
産

台
帳

を
見

直
す

こ
と

で
効

果
的

な
財

産
管

理
に

努
め

ら
れ

る
こ

と
を

期
待

す
る

。

⑤
財

産
の

維
持

管
理

及
び

補
修

は
適

切
に

な
さ

れ
て

い
る

か
。

ま
た

、
消

防
法

そ
の

他
法

令
等

に
基

づ
き

防
火

、
防

災
対

策
は

適
正

に
行

わ
れ

て
い

る
か

。
〇

財
産

の
維

持
管

理
と

し
て

、
毎

年
、

シ
ル

バ
ー

人
材

セ
ン

タ
ー

と
「

旧
市

庁
舎

周
辺

及
び

そ
の

他
市

有
地

草
刈

業
務

委
託

契
約

」
(
令

和
元

年

度
契

約
額

7
9
4
,
7
5
0
円

）
を

締
結

し
て

い
る

。
本

委
託

契
約

に
含

ま
れ

て
い

な
い

箇
所

の
維

持
補

修
は

、
市

民
等

か
ら

の
要

望
が

あ
れ

ば
そ

の

都
度

職
員

で
対

応
し

て
い

る
。

改
善

提
案

な
ど

●
不

法
占

拠
…

城
見

庭
園

駐
車

場
に

つ
い

て
不

法
駐

車
が

見
ら

れ
る

。
（

城
見

庭
園

と
し

て
整

備
し

一
般

開
放

さ
れ

た
当

初
か

ら
現

在
ま

で
続

い
て

い
る

。
）

　
　

　
　

　
　

高
速

道
路

蟹
作

バ
ス

停
東

側
駐

車
場

に
不

法
駐

車
が

見
ら

れ
た

。

●
財

産
台

帳
の

整
理

…
今

後
「

固
定

資
産

台
帳

管
理

シ
ス

テ
ム

」
を

ベ
ー

ス
と

し
て

全
庁

的
に

財
産

台
帳

の
デ

ー
タ

管
理

が
可

能
と

な
り

業
務

の
効

率
化

が
図

ら
れ

る
こ

と
を

期
待

し
て

い
る

。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
現

段
階

で
は

地
理

情
報

シ
ス

テ
ム

と
の

連
動

が
不

可
能

な
ど

の
課

題
は

あ
る

が
、

全
庁

的
に

効
率

的
な

管
理

方
法

が
確

立
さ

れ
る

こ
と

を
期

待
す

る
。

●
普

通
財

産
の

処
分

（
売

却
）

の
課

題
…

①
有

償
貸

付
の

土
地

を
今

後
ど

の
よ

う
に

整
理

し
て

い
く

か
、

②
地

元
町

内
会

や
近

隣
住

民
と

の
調

整
（

例
え

ば
、

旧
商

工
セ

ン
タ

ー
跡

地
）

●
過

去
の

経
緯

の
整

理
…

担
当

係
長

ヒ
ア

リ
ン

グ
に

よ
り

普
通

財
産

そ
れ

ぞ
れ

に
複

雑
な

過
去

の
経

緯
が

あ
る

こ
と

が
分

か
っ

た
。

現
在

は
在

籍
期

間
が

比
較

的
長

い
職

員
が

様
々

な
経

緯
を

把
握

し
て

い
る

が
、

人
事

異
動

を
踏

ま
え

、
そ

れ
ぞ

れ
の

経
緯

を
管

理
台

帳
等

に
紐

づ
け

し
、

整
理

継
承

し
て

お
く

必
要

性
を

感
じ

た
。
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